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大学評価学会第11回大会

　 大学評価学会は、2004年3月28日に設立され、
2014年で10周年を迎えた。記念すべき第11回大会の
テーマは、学会設立時の総会決議「大学評価京都宣
言＝もう一つの「大学評価」宣言」を踏まえつつ、
「いま求められる若者のキャリア形成と大学教育・
大学評価」とされた。そして、シンポジウム、自由
研究発表2会場、課題研究分科会4会場が催された
（大会実行委員長：日永龍彦［山梨大学大学教育研
究開発センター］、参加者66名）。
　1日目午前の自由研究発表では、「移行問題・発達
保障」（A会場）に関わって4件、「大学評価・大学
政策」（B会場）に関わって4件の発表がなされた。
　1日目午後のシンポジウムでは、ゲストとしてお招
きした児美川孝一郎氏（法政大学）の「大学と職業
の「忘れられた連関」を取り戻す――大学における
キャリア支援・教育の現状と今後の課題」と題する
基調講演に続き、小池由美子（埼玉県立川口北高等
学校）「キャリア教育と人格形成――高校生・青年

の成長、発達を保
障するために」、
日永龍彦「大学評
価における「学生
のキャリア形成」
の位置づけ――評
価によるキャリア
形 成 支 援 の 可 能
性」の報告がなさ

れ、一般参加者を含めて意見
交換した。
　 2日目の課題研究分科会は、
午前に「発達保障」（テー
マ：グローバル人材育成と発
達保障の相克）と「大学経
営」（同：改善につながらな
い「大学経営評価」――認証
評価は「大学経営」の何を評
価しているのか）が、午後に
「教職協働」（同：学生を主
役とした学習支援者としての教職協働）と「13条問
題」（同：「無償教育の漸進的導入」留保撤回後の
研究と運動の進め方）が開催され、各2～3本の話題
提供をもとに論議を深めた。
　学会総会では、第3回「田中昌人記念学会賞」につ
いて、石井拓児会員（愛知教育大学）と田中秀佳会
員（帝京短期大学）に授与されることが発表され
た。
　なお、大会時に刊行された年報『現代社会と大学
評価』第8号（テーマ：「質保証」を問い直す――発
達保障からのアプローチ、晃洋書房、1800円＋税）
は書店等で購入できる。また、大会予稿集（全83
頁）は残部が若干あるので、希望者には送料実費で
頒布可能である（詳細は学会事務局まで）。

文責：渡部昭男（神戸大学）

開催日：2014年3月1日（土）～2日（日）
会　場：山梨大学（甲府キャンパス）
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シンポジウム

基調講演
大学と職業の「忘れられた関連」を取り戻す

――大学におけるキャリア支援・教育の現状と今後の課題――
児美川 孝一郎（法政大学）

第11回山梨大会のテーマは、「いま求められる若者のキャリア形成と大学教育・大学評価」であった。
大会準備委員会及び理事会では、このテーマに最も相応しい基調講演者として児美川孝一郎氏に候補を定め
て依頼したところ、超ご多忙の身にかかわらず、幸運にも日程の都合がつき、実現したものである。
基調講演のタイトルは、まさに「大学と職業の『忘れられた連関』を取り戻す――大学におけるキャリア

支援・教育の現状と今後の課題――」であり、一時間にわたる期待とおりのご講演であった。
講演記録及びスライドは『大学評価学会年報』第10号（2014）に収録予定であるので、以下には章立て

のみを示しておく。
1． 大学をめぐる環境変化
2． 1990年代以前の「大学から職業への移行」
3． 「移行」システムの変容
4． 「忘れられた連関」をどう取り戻すか
5． 青年期の「移行」保障のために

　 なお、児美川氏は全国の高校現場にも招かれること
が増えており、シンポジウム報告者の小池由美子会
員、自由研究分科会発表者の白波瀬正人会員の職場で
も、講演研修会が予定されているという。本学会が高
校現場と大学関係者がともに課題意識を共有する契機になっていることを実感したシンポジウム及び大会で
もあった。

文責：渡部昭男（神戸大学）

報告１
キャリア教育と人格形成

― 高校生・青年の成長、発達を保障するために ―
小池由美子（埼玉県立川口北高校）

　小池由美子会員の「キャリア教育と人格形成　― 
高校生・青年の成長、発達を保障するために ―　」
は、進学校の現状、実践を報告し、高校/大学の接続
課題をキャリア教育のアプローチから検討するもの
となった。児美川孝一郎氏の基調講演を受けて、高
校現場で進行しているキャリア教育の実態を明らか
にし、権利が抜け落ちていることによって、「学ぶ
こと/働くことの意味」、「権利の主体」、「若者の
希望」の３つを喪失していることを指摘した。その
オルタナティヴとして、教科教育、総合的な学習の
時間、道徳教育の事例で人格/学力が形成されるプロ

セスを紹介した。競争の教育でなく学ぶ喜びを再生
し、協働の力で思考を深め信頼関係をつむぐことに
よって、高校生が成長発達する様子が報告され、大
学合格をめざす高校教育でなく、主体形成の観点か
ら教育課程づくりを述べた。大学がユニバーサル化
する中で、高校教育に何が求められるのか、教職員
の専門性の在り方と人事評価問題、大学が求める学
生像は何なのかなど、高校/大学の教育内容の接続と
大学入試問題について問題提起した。

文責：小池由美子
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第１分科会
「自由研究発表」

A会場　　移行問題・発達保障

　 日永龍彦会員の「大学評価における「学生のキャ
リア形成」の位置づけ　 ―評価によるキャリア形成
支援の可能性―」は、国内外の大学評価に関わる文
書を基に、学生が社会の形成者である市民として十
全に発達することを支援するために、大学評価に何
ができるかを検討するものであった。日本の機関別
認証評価機関の評価基準、日本学術会議の分野別参
照基準に関する報告書などを基に、要素分解的で機
械論的なアプローチが全盛の日本の評価が、キャリ
ア教育と言う分野横断的な営みの評価にはそぐわな

いことを指摘するとともに、米国の機関別アクレ
ディテーション団体の評価基準、OECD/UNESCOに
よる質保証機関に対するガイドラインなどにある学
生の評価プロセスへの参画が日本で立ち後れている
ことを指摘した。市民として社会の合意形成に関与
することが期待されている以上、大学というコミュ
ニティの中での合意形成の１つの形である評価活動
に積極的に関与させることが重要であり、高校段階
ではそのような取り組みが各地で始まっていること
も紹介した。     　　　　　　　　　文責：日永龍彦

報告２
大学評価における「学生のキャリア形成」の位置づけ
――評価によるキャリア形成支援の可能性――

日永龍彦（山梨大学）

　 A会場では、４本の自由研究発表が行われた。白
波瀬正人会員（千葉県立八千代東高校）は「福祉分
野へ進路決定する普通科高校生の現状と課題」を
テーマに、千葉県における福祉系高校の設置ならび
に普通科における福祉系コース設置の状況について
この間の動向を示しつつ、とりわけ普通科福祉コー
スに在籍する生徒の実態調査および福祉職に就いた
卒業生からのアンケート調査に基づいて現状と課題
を分析した。
現状で高校教育への満足度は高いものの、就職先

での雇用・待遇等に対する不満は高く、福祉労働の
実態を反映していることが伺えた。普通科高校のな
かに福祉コースを設置する動きは、福祉系の学科目
をわずかに配当するものであることから、安易かつ

安上がりのコース設置と言えるものであるが、白波
瀬会員は高校教育現場に責任を負う立場から、普通
科科目のなかに「福祉学」との関連を位置づけるこ
とが可能であり、教育課程の改善を通じた発達保
障・進路保障の展望が示された。生徒の実態調査や
進路・進学実態から高校教育課程の改善へと向かう
研究的試みはたいへん興味深く、さらに今後の取り
組みの成果の報告を期待したい。
　 渡部（君和田）容子会員（東京医療保健大学）
は、「地方県における人材養成・確保施策―保育士
―」をテーマに、鳥取県における保育士養成をめぐ
る近年の教育施策の動向を分析し、これを保育士養
成機関の整理・縮小方針であることを示した。もと
もと県が独自に有していた保育専門学院（公立各種
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B会場　　　「大学評価・大学政策」

学校、定員50名）は、年間授業料が10万円程度であ
り、青年期の進路保障機関として重要な役割を担っ
てきた。鳥取県はこれを廃止する一方で私立短期大
学の定員を25名分増やすことの協定を結んだ。
　 渡部会員は、保育専門学院の閉校によって今後、
保育士不足や入学者の経済的負担が増加することが
懸念されることを指摘した。鳥取県は新しく県内私
立短期大学において保育士養成コースに進学するも
のに対して「修学資金貸付制度」を設置している
が、その原資はもとも県立の保育専門学院を廃止に
よるものであることを示し、単純に「奨学金の拡
充」として評価できるものではないことが明らかに
された。
　 西垣順子会員（大阪市立大学）からは、「糸賀思
想に基づく発達保障のための実践記録を使った大学
生向け発達教育の可能性と課題」をテーマとする研
究発表があった。西垣会員は、田中昌人の発達段階
論をふまえつつ、大学生の発達段階を「抽出的可逆
操作の発達の階層」ととらえ、「ものごとを総合的
に捉え本質を解明し展望を見出していく力」「人間
同士の連帯の自覚」の形成を展望する。こうした発
達理論との相互関係のなかに、大学における教養教
育実践のあり方を自身の実践を踏まえて提示し検証
した。
　 討論では、「大学性の低学力をどう考えればよい
か」「高校生に精神的な未発達がある。進路決定を
すべて親任せにする傾向が見られる」など、青年期
の発達状況と発達理論との乖離を指摘する意見も見
られたが、西垣会員から「青年期・大学生にはその

年齢に相応しい学習内容を提供する必要がある」こ
とが示された。
　 安藤未帆会員（神戸大学大学院生）は、「発達障
がい青年の青年期教育と意向支援―「専攻科」に着
目して―」として、発達障がい青年へのヒアリング
面接・参与観察を通じて、障がい者総合支援福祉施
設における友人との学びや成長、施設での指導・支
援の特徴などを整理し分析した。ゆるやかではある
が一歩ずつ階段を上るようにして成長する青年たち
の姿が実証的に示され、初等・中等教育段階で失わ
れた自己肯定感を回復する過程を「福祉制度を使っ
た学び直しの実現過程」と捉えた。
　安藤報告
は、福祉制
度の充実が
青年期の発
達 保 障 に
とって重要
であること
の問題提起
として、き
わめて貴重なデータを取り扱っている。コホート調
査や半構造化面接法など調査方法も手堅く、今後も
さらにデータの集積とさらなる解析を期待したい。
西垣報告・安藤報告での論点と重ねて、未成熟な大
学生ならびに障がい青年も「20歳（もしくは18歳）
＝大人」として尊重することの大切さが議論され
た。

文責：石井拓児（愛知教育大学）

　 この分科会では「大学評価・大学政策」のタイト
ルのもと、次の４つの自由研究発表が行われた。
１）日永龍彦会員（山梨大学）「米国統治下の沖縄
における大学設置認可制度の形成過程」
　日永会員は、沖縄の立法院が1958年に定めた教育
四法と呼ばれる一連の民立法に見出される、教育委
員会や大学の設置認可に関する規定の意味を検討し
た。本土では実現しなかったことが沖縄では立法院
の審議の段階で検討され、実現しているケースがあ
ることが示された。米軍統治下の沖縄を介して、戦
後の日本の大学改革ばかりでなく、近年の国立大学
の「質保障」の問題までもがあぶりだされる可能性
が確認された。大きな収穫だった。
２）細川孝会員（龍谷大学）『大学評価村（大学評
価利益共同体）』研究の基本視角-日本の「大学評

価」の特異性との関係で-」
　 細川会員は、「原子力村」との比較で「大学評価
村（大学評価利益共同体）」について語った。前者
が原子力発電の安全神話を創りあげたように、後者
は認証評価が大学の改善につながるという神話を蔓
延させている。本来なら、政府ではなく国民に対し
て社会的責任を果たしうるような、教育行政そのも
のを評価しうるような、設立した学校法人と大学の
関係を明らかにしうるような、自律した大学評価機
関が必要なのである。単なる連想のレベルを超えた
連関が二つの「村」のあいだにあることが示され
た。大学のカタストロフはすでに始まっている。
３）蔵原清人会員（工学院大学）「中教審組織運営
部会の審議まとめの検討-大学評価の視点から」
　 蔵原会員は、いままさに進行中の学校教育法改正
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　 本分科会は、「グローバル人材育成と発達保障の
相克」というテーマの下、青年期教育機関として大
学を評価する視点の獲得をめざして、大学という学
問研究のなか・近くで行われる青年期教育の意義や
そのあり方、またそれらをめぐる政策や教育現場の
課題について、報告・討論が行われた。
　 まず、川口より、問題提起として、多様な学生を
受け入れる大学の現実と「グローバル人材」を謳
い、選別的・効率的な人材育成を進める高等教育政
策との間の矛盾を指摘した上で、「大学の大衆化」
の評価、多様な学生の「能力発達に応じ」た大学教
育の可能性、多様な学生を受け入れることと大学の
「学術の中心」としての責務との乖離・融合につい
て論点の提起が行われた。
　 次いで、中嶋哲彦会員（名古屋大学）より、
「「大学の大衆化」と高等教育政策のゆくえ―「本
を読む労働者」の現代的意義―」と題して報告が行
われた。中嶋報告は、生きることと学ぶことの意味
を問い直すことから出発して、学問研究と高等教育
の原理的一体性を土台とした実践的統一について高
等教育政策の問題点と実践的克服の課題を整理する
ものであった。中嶋会員は、北川民次の絵画「本を
読む労働者」（1927年、メキシコ）から、直接生産
者に「こそ」、知の獲得を通じて世界（自然、社
会、人間）を認識し変革する権利が必要であること
を読み取り、「人間教育としての高等教育」を提示
した。これは報告の結語で示された、学生の社会的
文脈にそった教育として、教育課程や個別の授業と

して展開されるものであると、川口は理解した。
　 続いて、児島功和氏（岐阜大学）より、「大学進
学は若者に何をもたらしたのか？―質的・量的調査
の分析を通して―」と題して報告が行われた。児島
報告では、ユニバーサル段階・大学の大衆化時代と
も言われる現在、大学進学が若者に何をもたらして
いるのかを実証的に明らかにし、大学教育に関する
課題を提起するものであった。児島氏は、入学難易
度50未満の大学生をとりあげ、追跡データより、大
学での授業における自身の態度を真面目であると認
識する一方で、授業が終わると部活・サークルに参
加せずに直ちに帰宅し、友人関係が希薄であるとい
う「不器用」な学生というイメージを示した。ここ
から、大学はこうした学生を受け止める必要があ
り、授業・カリキュラムのなかに「幅のある大学生
活」を可能とするような「模索の拠点・足場」を構
造的に埋め込む必要があると言及された。
　3本の報告を終え、討論では、多様な学生を受け入
れたくないという大学教員の「ホンネ」の意味、学
生の経済状況にもとづいた学生理解の必要、垂直
型・水平型の大学の機能別分化・多様化の区別など

第22分科会
「発達保障」

グローバル人材育成と発達保障の相克

へとつながる動きについて、大学評価の視点から実
況中継のように報告した。中教審大学分科会は2013
年6月に組織運営部会を設け、「大学のガバナンス
の在り方」について審議を始めている。それ以後の
経過とガバナンス改革のねらいを洗い出すととも
に、教授会の権限を縮小しようとする一方で理事の
責任については語らない「審議まとめ」の限界を指
摘した。ここに見られるのも評価文化の貧困であ
る。
４）西出良一会員（仏教大学〔研究員〕）「ミッ
ション再定義に係る政策動向と進行状況」
　 最後に西出会員は、「大学改革実行プラン」や
「国立大学改革プラン」などに見られる、最近の文
部科学省の国立大学法人への強い改革圧力と、そこ

にある国
立大学の
ミッショ
ンの再定
義の動き
を分析し
た。改革
の工程を

大学に画定させる文科省の政策誘導の実態、そして
その過程で文科省がどのように政財界や財務省への
対抗軸を詰めていくのかを、描き出した。そこには
国立大学の事務管理職を担ってこられた経験が生き
ている。配られた資料は有用であった。

文責：岡山茂（早稲田大学）
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　大学評価が義務づけられて10年、高等教育機関と
しての大学がその社会的使命をどのように受けと
め・達成しようとしてきたか、それが「大学経営」
であるという問題意識から開催された。
　第一報告は、米津直希会員（名古屋大学［大学院
生］）の「国立大学の経営-トップダウン、「目標管
理」、経営責任-」であった。はじめに国立大学法
人設立への経過が「国立大学法人化は、外圧と内部
への誘導によってなされた」と説明され、そのもと
で実施された大学法人評価および認証評価によって
何が変わり良くなったかという視点で分析・検証さ
れ、大学の評価結果はほとんどの国立大学法人が概
ね良好、つまり大きな改善結果はなかった、法人へ
の移行の意味も問われると報告された。
　一方、それらの評価結果は、教員の人事評価、経
営協議会への学外委員の参加、学長等の判断による
迅速な意思決定、国際化への対応などの次期の課題
への伏線になった指摘、それら大学大改革の内容と
その狙いを分析する必要性も提起された。さらに名
古屋大学大学院生向けの若手育成プログラムの問題
点も具体的に指摘された。
　フロアからは、大学経営、大学政策、大学評価、
ここの研究を深めるとともに、それらの関係をどの
ように結びつけるか、または今後の研究としてどの
ような大学問題の内容を深めるべきか、助言され
た。
　第二報告は、重本直利会員（龍谷大学）の「私立
大学の経営-同族経営、ＰＤＣＡサイクル、資産運
用などにおける大学の私物化・国家化・企業化̶」
であった。１０年間にわたる大学評価によって私学
経営の問題点が改善されたとはいえない実態が報告
された。そのなかで、大学の組織問題で、教員の個
別評価、学部評価、そして大学評価、それぞれの関
係性がないため、評価が大学関係者の教育・研究時
間を徒に削減する徒労でしかなく、公的資金の無駄

使いにおわっている、そこには現行の大学評価が大
学の改善を目的にするものでないとし即刻現状の認
証評価を止めるべきであるとの結論を下し、「加算
的全体性の認証評価」から「関係的全体性」の認証
評価の必要が提起された。
　重本報告をうけ大学評価では「適格」と評価され
ながら大学運営で大きな問題を有する具体例につい
て、分科会参加者から発言があった。そこでは、同
族経営による私学助成金不正受給問題、それに対す
る自浄能力が欠如している実態、大学のガバナン
ス、教員任用・昇進規定と現状との乖離、それらの
実態を問題なしとする評価結果が赤裸々に報告され
た。
　討論では、大学認証評価は大学の改善に即結びつ
くものでなく、基準に「適格」かの判断でしかな
い、現状の評価制度と評価制度改革要求とを平行し
て検討すべきではないか。大学を改善するには、評
価制度による外部評価、学生・教職員による内部規
定の民主的な策定、その実施に係っているのではな
いかとの意見があった。本学会が多くの関係者によ
る大学の評価という立場でつくられた以上、「既存
の基準評価項目」の批判的検討、その限界を明らか
にし、学生の経済状況・教職員の労働条件等を含め
た「独自の評価基準項目の策定」する研究に取組む
必要が提起・確認された。

文責：井上千一（大阪人間科学大学）

第33分科会
「大学経営」

改善につながらない「大学経営評価」
―認証評価は「大学経営」の何を評価しているのか―

の意見が出された。最後に、多様な学生の発達を保
障し得ないグローバル人材育成政策の展開が、国際
人権規約（A規約）にもとづいて実現されようとする
高等教育の無償教育の性質を問われる事態を招いて

いることとともに、多様な学生の発達保障に寄り添
う教育実践の交流の必要を確認して本分科会を閉じ
た。

文責：川口洋誉（愛知工業大学）
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　第４分科会は、これまで大学職員に関連した話題
を議論する部会であり、今回も「教職協働」を主題
に、学習支援者としての職員の役割に主眼を置いた
議論が展開された。
　１）の奥原報告は、教務事務の電算処理化にはじ
まる山梨大学の教務情報の整備とその過程における
教職協働の状況について、概括的に述べられた内容
であった。山梨大学では、昭和60年という比較的早
い時期から教務事務電算化が開始され、報告者はそ
の初期段階から業務に関わっているいわば「電算化
のプロ」的職員である。教務事務システムは、教養
教育の改革等を経て、総合的な学務情報システムに
成長し、また最近では学習を支援する情報システム
（SNSやMoodleなど）の開発が進展しているとのこ
とである。山梨大学では、これらの開発過程におい
て教職協働の立場を尊重しており、今後もその形態
を堅持していきたいとのことである。
　２）の安藤報告は、企業内教育を大学に押しつけ
る社会の要請がこのところ強まる中で、大学図書館
を取り巻く情勢も大きく変化してきているとの前提
に立ち、図書館の置かれている現状を分析するもの
であった。MOOCや反転授業が大きく取り上げら
れ、学習形態そのものの変容が強調される現状にお
いて、図書館や図書館員も変化することが強く求め
られている。しかし、図書館の現状は大学の中にお
いて最も外注化、業務委託化が進展しており、大学
人として学生の成長に責任を持てるのかさえ危うい
状況にある。このような状況の中の教職協働は、学
生の成長を軸とすることはもちろんであるが、安定
した労働環境（賃金含む）の確保という観点も避け
て通れない課題となっているとのことである。
　３）の三宅報告は、これまでの二人の報告を受け
た包括的な報告であった。現状の大学改革は、大学

経営（マネジメント）を超えて、大学の管理運営
（ガバナンス）に主眼がおかれ、それもNPMの手法
が広くまかり通っている。NPMの手法が成果主義・
市場主義・顧客主義を生み、PDCAサイクルにより
トップダウンが徹底された大学では経済合理性が追
求されているとのことである。このような現状に対
し、市民的公共性に立った大学人による大学改革が
求められており、そのためにも歪んだものではない
本来的な教職協働が求められているとのことであ
る。
　当日の報告・議論をとおして、今後も教職協働の
観点に立った「学習支援者」のあり方を検討する必
要性を強く感じることとなった。学習支援は、用語
的には職員サイドに近い響きがあるが、広い意味で
は教育の範疇である。即時的な学習効果や成果が求
められる現下において、学習支援の方法が大きくも
てはやされているが、その方向性は実利的なものの
みが重視されているようにも思われる。大学教育の
本質的な意義に立ち返り、汎用的・普遍的な価値を
育むための学習支援のあり方について、議論を続け
ていくことを痛感した。

文責：村上孝弘（龍谷大学図書館事務部）

第４分科会は、テーマを「学生を主役とした学習支援者としての教職協働」とし、以下の3人の報告（以
下、報告順）がなされた。
　　１）「大学教育における情報環境の整備と教職協働」（奥原利昌氏／山梨大学）
　　２）「大学図書館から見える、教育支援」（安藤正玄会員／立命館大学）
　　３）「大学経営におけるNPMについて」（三宅正伸会員／龍谷大学［非常勤］）

第44分科会
「教職協働」

学生を主役とした学習支援者としての教職協働




